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第三章新稿 ※一部は rr軍隊と地域』研究の成果と展望一軍事演習を題材に一J cr季刊戦争責任
研究J 第45号、 2004年)を転用
第四章 原題「陸軍特別大演習と地域社会一大正十四年、宮城県下を事例として一J cr地方史研究』
第296号(第52巻第 2 号)、 2002年)









第 1 部「軍事演習に関する制度的前提」には、第 1 章「日本陸軍の演習と典範令J があり、一連の演
習令について改正過程を分析し、理想とした演習像とその問題点、地域の扱いを明らかにしている。








第 3 部「陸軍の演習改革構想とその限界」は 2 章から構成され、第 5 章「大正期の軍事演習をめぐる
軍一地域間矛盾」では、第13師団を事例に、 1920年代初頭において演習が地域社会に忌避された様相を
分析するとともに、その解決策が演習の理想像との間に大きな矛盾を有し、軍隊錬成と地域との協調が
いかに両立の困難なことであったかを論じる。第 6 章「陸軍主計の演習改革構想とその帰結」では、主
計将校たちの民意に配慮した法適用に関する議論を通して、軍事官僚の社会に対する「柔軟性」の限界
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を明らかにしている。終章では、全体の分析を総括して、今後の課題を明確にする。
近年、軍事史や政軍関係史だけでなく、地域の視角から軍隊との関わりを論じる研究が盛んになって
きているが、これに対して本論文は、演習を通して明らかになる陸軍の地域に対する認識と政策の推移
に着目し、多様な地域社会の反応とともに分析して、複雑な相互関係の実像を新たに描き出している。
その成果は日本近現代史研究の発展に寄与するところ大であるといえる。
よって本論文提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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